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資金面

施工面技術面
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《連携・協力》
鉄道事業者、都、国

■工期短縮やコスト縮減など

課題の解決に向けた支援

①鉄道事業者が取り組んでいる

様々な工夫事例を共有・展開

②都の取組や国との連携により

技術的サポートを提供

■都の補助制度を拡充
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資金面の加速策

※令和６年度以前から都の補助金交付を受けている駅、前提条件を満たさない駅は、令和７年度以降も既存制度により支援

《補助対象》

① 優先整備の考え方に示した「優先整備の視点」に合致する駅

※２ 特別支援学校最寄駅は支援を強化 （補助上限額：１．７億円/列）

② ①以外で、下記いずれかの要件を満たす駅

ａ）５駅以上連続して整備する場合

ｂ）人身事故、輸送障害が頻発している場合

《前提条件》

・２０２８（令和１０）年度までに、ホームドア整備が完了すること

・鉄道事業者は、整備対象駅を整備計画で公表すること （整備計画は令和７年６月に更新・公表）

※１ バリアフリー料金制度により徴収した料金をホームドア整備費に充当した場合は国費対象外

国 ※１

（１／３）
都※２
（１／３）

鉄道事業者
（１／３）

※２ 補助上限額：０．８億円/列

都から事業者に直接補助を行う「ホームドア整備加速緊急対策事業」を創設



１．課題解決に向けた工夫事例の共有・展開

２．事業円滑化に向けた都のサポート ３．国と連携した技術的サポート

《ホーム幅が狭い駅での整備を支援》

鉄道事業者からの相談事例・国の基準運用
の考え方の共有等、技術的助言を実施

対応策と工夫事例の共有整備の課題抽出

ホーム

補強

施工時間

の制限

人手

不足

工事発注の工夫

《工夫事例》

など

《施工ヤード等へ公有地の活用を支援》

都が自治体の窓口リストを作成し共有

《対応策》

各
社
が
応
用・
実
践

技術・施工面の加速策（概要）
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など

施工時間短縮

既存人員の活用
組織再編により

ホームドア整備の

専門部署を設立

↓

整備ノウハウを蓄積し

業務効率UP！

展開
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新たな目標

【現状】

（2023年度末の都内番線数に対する整備率）

都営地下鉄 100％

東京メトロ 95％

ＪＲ・私鉄 35％

都におけるホームドア整備の位置づけ
（2050東京戦略（案） 2025.1.31公表）

資料２

2028（令和10）年度末までに

都内のＪＲ及び私鉄駅の全体で

約６割の設置を目指す

これまでの目標達成時期を2年前倒し



共同宣言（案）
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